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共同正犯における客観的寄与の
意義について
Der objektive Beitrag zur Mittaterschaft 
阿部力也
1 問題の所在
共同正犯という複数人による関与形式について，これを「正犯」として構成
することには，そもそも「正犯概念」をどのように構成するかによって差が生
じるにせよ，単独正犯との相違を否定できない側而があると思われる。つまり，
基本的に，正犯概念が単独・直接正犯に主眼を置いて構成されていると考える
ならば，なお正犯概念に収まりきれていないようにも見えるのが「共同正犯と
いう正犯」なのかもしれない(しかし，このことは共同正犯が共犯であること
を志向することに帰結するのだろうか)。
たとえば，制限的(限縮的)正犯概念をベースにしつつ関与者が遂行したこ
とを他の関与者に帰属させることが許される原理を探求することが共同正犯の
場合には根本的に重要な問題であるという指摘があるが円このような指摘こ
そ「共同正犯の正犯性」を検証するためには重要な指針となるのではないか。
すなわち，共同正犯が正犯であるとしても，共同正犯は複数の関与者による犯
罪の実現形態であり，そのように実現された結果の帰属が各関与者に認められ
( 1) 8chonkej8chroderjCramerjHeine， 8tGB， 27.Aufl.， 2006， Vorbem. ~~25 Rn. 80 
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ることの根拠は何なのか，このことが「共同正犯の実体Jを検討する場合に問
われることになると解されるのである(共同正犯理解のための根本問題といい
うるのかもしれない)。
複数の考による関与を検討する際，以下のような問崩分析の視角が示唆的で
ある。すなわち，複数者の関与行為によって結果が実現しているとすれば，そ
の責任は，①あくまでも自身が遂行した行為に徹底的に基づく個人的な負責な
のか，②他者と一緒に遂行した行為に基づく共同的な負買を意味するものなの
か。最初から(個人責任の原理という観点からすると〉難しい問題性を共同正
犯論は抱え込んでいるといえる。それゆえ，分析の視角として，関与者の(他
者による犯罪からの)独立性の肯定・否定という糸口を提示する論者の見解は
きわめて興味深いといえるわけである。
たとえば， レッシュは，一つの犯罪に対する複数の者の刑法上の責任を把握
するために二つの異なった解決(策)が主張されている，としているω。一つ
目の解決策は，個々の関与者はそのつど一人で独立した (selbstandig)正犯
犯罪もしくは共犯犯罪を実現するのであり，それゆえ関与者は自身の不法につ
いてのみ責任を負担するという考え方である。レッシュはこの考え方を「従属
的でない(非従属的)解決(策)J (nicht akzessorische Losung)と称して
いる。これに対して二つ目は，関与者は一人で独立した犯罪を遂行するのでは
なく，むしろ他の関与者とともに犯罪を遂行するという点を強調し，前者との
対比で「従属的解決(策)J (akzessorische Losung)と称されている。そし
て，このような分析の糸口を提示したうえで前者の見解を批判する。すなわち，
従属的でない解決(策〉は，本来の構成要件実現よりも前の段階における行為
者の行動・態度 (Verhalten)にも「不法Jという評価そ与えることになる。
たとえば，本来的な構成要件実現の前段階における行動・態度とは，犯罪の取
り決め・犯罪計画の策定・行動ないし助言をつうじて犯罪を促進することなど
を指摘することになるが，これらの行動・態度に不法という評価を下すことは
(2) Lesch， Gemeinsamer Tatentschlus als Voraussetzung der Mittaterschaft?， 
J A2000， S.73. 
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「行為主義Jの軽視にほかならない，としているω。
たしかに，構成要件の本来的ないし重要部分は，たとえば殺人罪であれば，
「人を殺す」行為なのであって，それ以外の行為，あるいは時間的にその行為
以前に遂行される行為は，機成要件を実現する行為ではないと考えることには
十分理由があると思う(実行行為概念の形式的な把握)。しかし，例示された
ような行動・態度を直載に不法ではないといい切ることは，はたして妥当なの
だろうか。レッシュの指摘する闘有のlE犯・共犯犯罪という分析が，従属的で
なく，つまり関与者は他者の行為に依存することなく自身の行為において不法
をもたらすものであるという点は，たしかに共同正犯を分析する糸口としては
適切ではないのかもしれないが，非従属的解決という観点において，例示され
たような行動・態度の諸事例を直裁に本来的な構成要件実現と関係がないと評
価するのは形式的な理解にすぎるのではなL、かとも思われるのである。場合に
よって，いわゆる本来的な構成要件実現以前の段階における行動・態度であっ
ても「正犯として不法」であるとの評価をもたらすこと自体は可能なのではな
いか(つまり実行行為の実質的な把握に帰結する)。もちろんその理論的な基
礎付けは.共同正犯成立に必要とされる「各関与者の寄与のレベル」をどのよ
うに理解するかによって明らかにされることである。つまり，各関与者によっ
て共同されるのは「実行行為Jであることを前提に，その「実行行為の範囲J
と，各関与者による「共同のレベル」が究明されることをつうじて，例示され
たような行動・態度を共同正犯に必要とされる客観的な寄与であると理解した
としても，それが行為主義に反するとは直裁にはいえないとも思われるのであ
る(')。
以上のような問題意識から，本稿においてはいくつかのドイツ学説を前提とし
(3) Lesch， a.a.O. (Fn. 2)， S.73. 
(4) 行為主義 (Tatprinzip)に基づくかぎりで，共同正犯の場合には，分業的に実
現された全体行為が規範に違反していることになるが，これをパラパラに考察する
と，各共同正犯者による寄与を規範違反として理解することができない，という指
摘として， vgl. Derksen， Heimlich Unterstutzung fremder Tatbegehung als 
Mittaterschaft， GA 1993， S.165. 
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つつ，共同.iE犯に必要とされる各関与者の寄与のレベルといったことに主眼を置
き，共同正犯の「共同(働)性」という問題を検討しておきたいと考えている(し
かもここでいう共同性は共同正犯を共犯として位置付けるものなのだろうか?)。
2 学説の状況
(1 ) 共同正犯の従属性という思考は有益か?
ドイツの通説は， r予備段階での共働(同)Jを承認し，共同正犯の未遂に関
しでは「全体的解決説」を採用していると見てよいへすなわち，共同.iE犯成
立に必要な客観的寄与は，実行段階における本質的な共働(岡)でなくてもよ
し行為の全体から考察して，予備ないし準備段階における行為・行動であっ
ても(あるいはその段階に限定された関与者の行為であっても)，それが会体
結果を完成させるのに十分に本質的であれば，その行為を遂行した関与者には
結果の帰属を認めることができる(九たとえば，犯罪行為の計画を事前に策定
( 5 ) 紙幅の関係上，いくつかの見解の指摘にとどめる。ただし予備段階での共働(悶)
で足りるとする見解であっても学説は何らかの本質的な寄与を果たすことを前提と
しているので，純粋な予備段階の共働で足りるとする見解に依拠しているわけでは
ない， vgl. Baumann/Weber/Mitsch， Strafrecht， AT， 11. Aufl.， 2003， 29/83; 
Maurach/Gossel/Zipf， Strafrecht， AT， Bd. 2， 7.Aufl.， 1987， 49/26ff.; Otto， Grund・
kurs Strafrecht， A T， 7.Aufl.， 2004， 21/61; Schonke/Schroder/Cramer /Heine， 
a.a.O. (Fn.1)， @25 Rn. 66; Stratenwerth/Kuhlen， Strafrecht， AT， 5.Aufl.， 2004， 
12/93; Welzel， Das Deutsche Strafrecht， 11.Aufl.， 1969， S.110; Wessels/恥 ulke，
Strafrecht， AT， 39. Aufl.， 2009， Rn.529.またイェシェック/ヴァイゲントは，原
則的には予備段階での共働では十分ではないとするが，行為の計画や準備を引き受
けた者は.事象の経過を形成し，それによって行為支配を分担しているとする，
noch vgl. Jescheck/Weigend， Lehrbuch des Strafrechts， AT， 5.Aufl.， 1996， S.
678.また全体的解決説を主張する見解としては， vgl. Baumann/Weber/Mitsch， 
Strafrecht， a.a.O. 29/104; Jakobs， Strafrecht， AT， 2.Aufl.， 1991，21/61; Jescheck/ 
Weigend， a.a.O. S. 681; Otto， a.a.O， 21/125; Schonke/Schr・oder/Eser， a.a.O. (Fn. 
1)， @22 Rn.55; Stratenwerth/Kuhlen， a.a.O， -12/107; Welzel， a.a.O. S.191; 
Wessels/Beulke， a.a.O， Rn.611. 
(6 ) この意味では，関与者が実行者の行為決意を強化するだけでは寄与として十分で
はないことになる。なお，拙稿「共同正犯論における「共働」概念についてJr明
治大学短期大学紀要~ 67号(平 12年・ 2000年)89頁。
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した場合がこれに当たる。つまり，犯罪を取り決めるに際して，単に参加した
だけではなく，その参加が犯罪計画の策定に重要であり，その策定が犯罪の完
成に重要な意義を有し，かっ必要不可欠なものであった場合には(もちろん事
案にもよるだろうが)，実行段階ではない関与でも関与者には結果帰属が肯定
されると解されているわけである。もちろん，このような考え方は.正犯意思
を重視する主観説からは当然に導かれるものではあるしべ現在では，客観説，
とりわけ行為支配説(あるいは機能的行為支配説)に依拠する立場からも認め
られている(目。
しかし，このような立場に問題はないのだろうか。上記のような通説的な立
場に依拠した場合，ますます構成要件的に重要ではない行動・態度に結果の帰
属が認められてしまうのではないのか。つまり，全体的解決説とは，全関与者
のうち，一部の・一人の行為遂行が認められれば関与者全体が未遂段階に到達
したと理解する見解をいうのであるから，①予備段階での共働を認めるならば
その予備段階から共同正犯の未遂は成立することになるのではないか，②そう
であれば，本来的に重要ではない噴末な行動・態度にも結果帰属が肯定される
ことになり，構成要件とは関係のない，かなり早い段階からの未遂成立を肯定
することになり結論的に不都合ではないか，このような疑問が指摘されると思
われる。
(7) どの段階での寄与であろうと，正犯意思を有している者の寄与は正犯としての寄
与であることに変わりはない， vgL BaumannjWeber， Strafrecht. A T， 9.AufL， 
1985， S.535ff 
(8 ) 前掲注(5)の諸文献を参照。なお，機能的行為支配説に依拠しつつ予備段階の共
働を認めず，共同正犯の実行の着手時期について個別的解決説に依拠する有力な見
解も展開されている。たとえば，共同正犯の処罰根拠につき機能的行為支配を重視
される照沼亮介准教授は，実行段階での共働の存在が認められない者は共同正犯と
なりえないとされ，その理由として，実行段階での共働がない者は，結局は r不
法』形成の機能Jを他人に担わせたのであり，機能的行為支配の行使を放棄してい
るからである，と鋭く指摘される。また，共同正犯は不法実現のために各個人がい
かなる機能を塑って行為したかという問題であって.r趨個人的な行為主体」を想
定する必要がない以上，未遂の成否は各人について判断され個別的解決説が支持さ
れる， としている(照沼亮介『体系的共犯論と刑事不法論jJ(平 17年・ 2005年)
152， 154頁)。
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しかし，全体的解決説を主張する論者は当然に反論する。すなわち，全体的
解決説は「共同正犯の帰属原理」から考えても妥当どいえるし，予備段階での
共働を認めるといっても，犯罪全体から見た寄与の重姿性に基づいて判断され
る場合には，結果の発生に対して重要ではない演末な行動・態度，まったく意
味のなかった行動・態度は全体結果の帰属の対象ではないとしている則。それ
ゆえ，通説的な見解に依拠した場合，事前に策定された犯罪計画と実際に実現
された犯罪全体を視野に収め，客観的寄与としての評価を予備段階での関与か
ら認めることをつうじて I共同正犯の実体」に迫る場合，つまり，関与者それ
ぞれの寄与が結果発生に向けてどのような意義を有していたのかを全体的に判
断するとすれば，個々の関与者による独立した犯罪として共同正犯を把握する
ことができないのは当然であるし，またそうであるからといって，論者によっ
ては構成要件実現には非本来的であるとされる行動・態度を不法であると評価
しでも， (レッシュのいう)それが従属的でない(非従属的)解決(策)によ
るものであると直裁に結論付けることを意味しないとも解されるのである。
もともと，固有の正犯犯罪・共犯犯罪があることを前提にした場合，狭義の
共犯についても，正犯行為に特別の意義を認めず，共犯行為だけで共犯に固有
の不法が確認されるということをこの立場が意味しているとすれば，それは単
なる「共犯独立性」を基礎付けているにすぎない。また正犯独自の不法という
視点も，単独正犯の場合と共同正犯の場合とでは，他の関与者の存在を前提に
するか否かの違いがあるので，このことをふまえると，正犯によって実現され
る不法内容にも(正犯の種類によって)相違が存すると理解すべきではないか。
その意味では，従属的ではない(非従属的)解決(策)は妥当ではなく，共同
正犯を考えるうえでは関与者相E聞の関係に留意する必要があるという意味に
おいて，従属的解決(策)に」定の意義を見出すことができるのかもしれない。
しかし，その結論にも一定の注意を払う必要がある。すなわち，まず「従属的
な解決」という内容がどのような意味を有するのかが問題となるからである。
(9) 全体的解決説によるこのような態度決定につき， vgl. Krack， Der Versuchsbe-
ginn bei Mittaterschaft und mittelbaren Taterschaft， ZStW 110 (1998)， S.611ft. 
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つまり，共同正犯の場合も，狭義の共犯と同じ意味での従属性を問題にしなけ
ればならないのか，このことである。
たしかに狭義の共犯に要求される「従属性」原理を「共同正犯もまた共犯で
あるJということぞ理由として，共同正犯にも要求するという立場も当然に主
張しうる。しかし，このように主娠したとしても，共同正犯の従属性を認める
積極的な意義はどこに見出しうるのであろうか。よくいわれる板拠として，共
謀共同正犯の場合に，共謀者のうち誰かが実行に着手すればその共謀に加わっ
た者も全体結果について責任を負うという意味で使われることもあるが，この
意味での実行従属性は共謀共同正把の場合以外，つまりいわゆる「実行共同正
犯」の場合においても同様に認められるのだろうか(そもそも共謀共同正犯に
ついても実行従属性の議論が妥当するのだろうか)γ(叩
この点について，共同正犯の実行の着手時期につき全体的解決説に依拠する
ことと，共同正犯に従属性を要求することとは別の問題であると指摘すること
により，共同正犯の従属性という観念を否定することになると考えられるので
はないか。共同者のうち一部・一名の者が実行に着手した場合，その他の関与
者も実行段階に到達すると考える全体的解決説は，むしろ共同iE.犯の帰属原理
の探求という点から導かれるのであって，この結論が共同正犯の従属性(とく
に実行従属性)を承認することとは直裁には結び付かないと思われるのである。
とくにドイツの通説は全体的解決説に依拠しているが，その立場が前提とす
る共同正犯の帰属原理が rc相互的〉行為帰属原理Jであると指摘されてい
るω。すなわち， c相互的)行為帰属説とは，各関与者が共同して，関与者全
員の行為寄与から形成される全体行為を「力を合わせて」一緒に行うというイ
([0) との点につき，共同正犯の従属性という考え方を強く批判するのが斉藤誠二博士
の見解である。斉藤誠二「共同正犯の性格をめぐる管見一一いわゆる機能的な行為
支配説からのアプローチ一一Jr神山敏雄先生古稀祝賀論文集』第 l巻(平 18年・
2006年)361頁以下， とくに 368頁参照。また同「共犯の処罰の線拠についての管
見Jr下村康正先生古稀祝賀・刑事法学の新動向』上巻(平7年・ 1995年)1頁以
下， とくに9頁参照。
(ll) 全体的解決説と(相互的)行為帰属説との連関性を指摘する見解として， Kuper， 
Versuchsbeginn und Mittaterschaft， 1978， S.22; Krack， a.a.O. (Fn. 9)， S.619. 
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メージにその基礎安置く見解として理解される(12)。したがってこのような見
解に基づけば，関与者の一部の者の未遂行為であっても「集団的意思の客観化」
として，それは共同された計画・構想の部分的実現として理解され，それゆえ
未遂行為であっても関与考会員に帰属させられることになると主張しうるわけ
だし，この点に行為帰属説と全体的解決説との連闘を明確に認めることになる。
つまり，個別的な寄与が全体行為に集約されることを前提として全体行為の各
関与者への帰属が(相互的に)認められるのであり，この見解によるかぎり，
部分行為は単にそれ自体として特徴付けられるのではなく，あくまでも「全体
行為の一こまJとして理解されることになる。そしてこのような帰属の考え方
の帰結として全体的解決説が主張されていると見るべきなのである。
このように考えれば，共同正犯が正犯の一類型であると理解されるかぎりで
は，狭義の共犯を特徴付けるような従属性原理をもって共同正犯を特徴付ける
ことは許されないが，他の関与者との関係性を視野に収めなければ，全体結果
の責任を各関与者に負わせることの説明ができないのもまた共同正犯という
「正犯の特徴Jということになるのではないか。
実は， レッシュも，自身が提示する従属的解決(策)に従ったとしても，つ
ねに刑法上の責任は「自己の不法Jによってのみ基礎付けられるのであり，他
者の不法によるのではなL、。しかし，ここでいわれる自己の不法とは，固有の
正犯・共犯犯罪という理解とは異なって，その時々の関与者自身の行動・態度
のことではまったくなく，それぞれの結束 CVerbundenheit)における会関与
者の「人的共同体の集団的態度J(das kollektive Verhalten der personalen 
Gemeinschaft)のことであるとし，さらにはこのような解決は，いずれにせ
よ共同正犯に関しでは広く認められてきた，と指摘している点に注意を要する
のである日目。つまり，このような指摘によれば，論者のいう従属的解決(策)
とは，共同正犯の従属性とまた異なった視点で議論がなされているのではない
(12) Kuper， Versuchs -und Rucktrittprob1eme bei mehreren Tatbeteiligten JZ 
1979， S.76. 
(13) Lesch， a.a.O. (Fn. 2)， S.73. 
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かと解されるのである。一般的に用いられる共同正犯の従属性の意義は実行従
属性の問題として議論されていると思われるが，しかし，共謀者の一部の・一
人の者の着手によって共謀者全体の責任が生じるとされる根拠は単なる実行従
属性の問題ではない。むしろ正犯として，他の関与者との関係性において全体
としての責任負担が説明される必要があるということである。
この点につき， レッシュは， r全体としての行為」あるいは「全員合わせて
の行為Jが帰属主体，つまり集団としての共同正犯者による人的共同体が帰属
主体であって，単に個人的な行為寄与に基づく個々の関与者が帰属主体となる
わけではない，としているω。この指摘によれば，各関与者を超える共同体
が構成されることによって帰属主体が明確化されたと考えることになるわけだ
が， もしそうであれば，集団的色彩を帯びることにより，個々の関与者どうし
の連帯ということが強く打ち出され，その共同体は不法な行為を進行する集団
ということを意味すると思われるし，論者が明確に「刑法上の責任は自己の不
法に基づく」と指摘しつつも，かえって各関与者による行為閣の従属性を強調
することにならないのか，この点にあらためで疑問が生じるのである。
しかし， レッシュはさらに次のようにその考え方を提示する。すなわち，上
記のように考えると，それぞれの共同正犯者自身の不法は， r人的共同体の実
行をとおして質的な観点と量的な観点」と同じように全体的に確定される，と
している日目。では， このような全体的な確定とは，個人を超越して検討され
るものなのだろうか。やはり，このような理解はまさに「不法な集団形成Jと
いうことを指摘し，帰属主体が人的共同体であるとする理解からすると，本当
に共同正犯における従属性を承認することに帰結しないのだろうか。なお慎重
に検討すべき点ではある。
ただしレッシュによれば刑法上の責任はあくまでも自己の不法に基づくもの
であるとされているので，この点をふまえると，一概に否定的にこのような解
決を取り扱うことはできないのかもしれなL、。むしろ， r人的共同体の実行か
(14) Lesch. a.a.O. (Fn. 2). S. 73. 
(15) Lesch. a.a.O. (Fn. 2). S. 73. 
? ???
法科大学院論集第7号
ら各共同正犯者自身の不法が確定される」という指摘が，共同正犯を「正犯的
に理解する」ということと整合的なのだろうか，この点のさらなる検討が必要
になると思われる。
(2) 共同正犯において帰属主体は何になるのか?
レッシュによれば，帰属主体として人的共同体を指摘する見解は，たとえば
共同惹起説にも同様の思考パターンを見出すことができる，という(Iヘ(論者
自身も引用する共同窓起説の主張者でもある)ケストリンは， I意図(ないし
目的)の統一性J(die Einheit der Absict)が行為の統一性を生じさせ，こ
こから共同惹起者の「連帯責任」が生じることになる，としていたU九しか
し，共同惹起説的な(ないし全体主体説あるいは陰謀説も含めて)思考に問題
があることは従来からこの説に向けられた批判を考えれば明らかである。すな
わち，意図ないし目的の一致をつうじて共同体が形成され，そのような共同体
が帰属の主体であると構想する場合，意思の一致が認められれば共同正犯関係
が成立し，たとえばその段階で全共同者に未遂の成立を認めていくことに帰結
するのだろうか。もしそのような結論を受け入れるとすると，意思の一致，す
なわち犯罪を取り決めた(共謀)段階から共同正犯の成立を考えていくことと
なるので，それこそ極端に早い段階，あるいは(前述の表現を借りるならば)
本来的な構成要件実現より前の段階で共同正犯の成立を認めてしまうことにな
るのではないか。いいかえると，犯罪的行為とは評価できないような行為を共
同正犯的行為の遂行として評価してしまうことになるのである側。
しかし，レッシュはあくまでも自説を次のように展開する。すなわち，普通，
(16) Lesch， Die Begrundung mittaterschaftlicher Haftung als Moment der obje-
ktiven Zurechnung， ZStW 105 (1993)， S.275. 
(17) Kost!in， System des deutschen Strafrechts， l.Abt.， Allgemeinner Teil， 1855， S.
334ff. 
(18) さらにこのような理解は，全体怠恩の成立時点のような早い段階で犯罪行為の成
立を認めることになり，帰属の線拠と実体との聞に何らの結び付きがないことに帰
結する，と指摘されている (vgl.Derksen， a.a.O. (Fn. 4)， S.165-6)。
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共同正犯において個々の関与者は単独正犯よりは実行部分が少ないのであるか
ら，各関与者は全体を単独で管轄 Czustandig) しているわけではなL、。つま
り，各関与者自身の行為が存在しているのではなく，共同の行為，すなわち集
団に帰属されるべき行為のみが存在しているだけである，とする(附。しかし，
この指摘にも疑問が生じる。つまり，各関与者の責任は自己の不法に基づくと
されつつも，その実体は「集団への関与(参加)責任」を意味することになる
のではないか。そうであれば，各関与者の責任が自身の遂行する行為以外の点
を理由として基礎付けられることとなり，妥当ではないと思われるのである。
もし共同正犯(論)において「集団」という理解の仕方をあえて強調すると
すれば，それは，やはり正犯といいつつ単独正犯とは異なり，実行行為を全部
遂行するわけではない共同正犯に. I他者との連帯J.I力を合わせた行為」で
あるなどといった評価を与えることが各関与者への全体結果の帰属を肯定する
ことに有効である場合と考えられる。そうであれば，その結論も共同正犯を共
犯の一類型(狭義の共犯と同様に)として理解しなL、かぎりは. I従属的」解
決策、，それを主躍する論者の指摘する「集団Jという意味も，共同.iE犯の正
犯的性質を特徴付けるものでなければならないはずである (2九
すでに言及されたように，刑法上の責任は関与者自身の不法において基礎付
けられるとするならば，すくなくとも「不法の従属Jという意味合いは排除さ
れなければならず(21)共同正犯の正犯的性質を明確化するためにこそ，従属
的解決(策)安志向し，かっ帰属主体としての集団というこ之が強調されなけ
(19) Lesch. a.a.O. (Fn. 16). S. 275. 
(20) 集団の構成員であることから個々の関与者の責任を導く考え方は，共同正犯の概念構
成にとって役に立たない， ~ごする指摘として， vgl. Derksen. a.a.O. (Fn. 4)， S.169寸70.
(21) この点につき，井田良教授は，共同正犯成立の要件として「各人の行為」が等しく
違法性まで具備することを要求する必然性はないとされ，さらに，同ーの行為に関わ
る以上，普通は「違法評価は連帯する」が，行為無価値論を前提とするときには，と
くに行為者の主観的認識により違法の有無が相対的に決せられることは稀ではないの
で，違法の連帯性とは，あくまでも「原則的」な連帯性として理解されるべき，と明解
に指摘される(井田良『刑法総論の理論構造.H平 17年・ 2005年)304.354頁参照)。
またデルクゼンも，行為者には自身の不法が帰属されるのであって，他者の不法
が帰属されるのではない，と指摘する (Derksen，a.a.O. (Fn. 4). S. 174-5)。
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ればならなL、。関与者全体によって遂行された犯罪行為ということを前面に押
し出しつつ，帰属の根拠を「正犯的に説明」することになるわけである。
ケストリンの主張する見解をふまえてレッシュはさらに次のように述べてい
る。すなわち，共同正犯として組織化された犯罪を集団の行為，とくに共同し
た各関与者の共同体の行為として解釈したのは， (論者いわくその「歴史的な
典型」とする)共同惹起説であった。つまり，その意図・目的の統一性が行為
の統一性を生じさせるという考え方からは，主観的帰属の根拠は，個々の共同
惹起者のその時々の個人的意思ではなく，惹起者による「共同体の全体意思」
ということになる，と指摘する(担)。しかしすでに言及されたように，上記の
ような考え方が，極端に早い段階(本来的でなく重要ではない段階)で共同正
犯の成立そ認める点を批判され，現在において有力な支持を獲得していない見
解であるとすれば，この見解の有する特長は，個別的な関与者の意思の一致に
よって集団が形成され，その集団ないし共同体の全体意思という構想が共同正
犯の帰属を検討するうえで重要であるからにほかならなL、
この点につ会， レッシュはさらにヴェルツェルもケストリンに比肩す?)共同
正犯の解釈に到達した，と述べている。ヴェルツェルの共同正犯論においては，
「一体的な行為に対する行為支配を複数の者が共有する点に特質がある正犯」
として捉えられるので(23) 各共同正犯者は共同の行為決意の共同担当者であ
り，この共同の行為決意に基づいて犯罪実行に共同して関与しなくてはならな
い。それゆえ，各関与者の行為は共同の行為決意によって碁礎付けられた目的
関係に基づいて他の関与者の行為とともに「統一的全体Jを形成することにな
るので，各関与者は単なる部分の行為者ではなく，つまり部分の行為者は何ら
独自の機能を有しないのであるから，各関与者は「全体に対する共同一一行為
(正犯)者Jになるという見解酬を引用しつつ，共同する全関与者，いいかえ
ると「人的共同体としての集団J(das Kollektiv als personale Gemeinschaft) 
(22) Lesch， a.a.O. (Fn. 16)， S.275 
(23) Welze1， Das Deutsche Strafrecht， 11.AufJ.， 1969， S.107. 
(24) We1zel， Abhand1ungen zum Strafrecht und zur RechtsphiJosophie， 1975， S.169. 
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に対する「行為の管轄および負責の管轄JCeine Handlungen-und eine Ha-
ftungszustandigkei t)は彼らの結合のなかにあると両者が解釈したことはそ
の出発点において的確であった， と指摘する(叩2目叩5日〕
このように論者は，共同正犯における帰属の主体を明確にする作業，および
それを検討する糸口として従属的解決(策)という視点を提供するわけだが，
以下では(小括的な怠味合いを含めて)あらためて提起された視点の妥当性を
検討しておきたL、。
レッシュは，①Aは被害者の家の窓を金てこを使ってこじ開け，それから
家の外で見張りをし，その問， Bは家のなかで金目の物をかき集めたという事
例では， ABは2人で共同して住居侵入窃盗を遂行したと評価できる，②A
とBとが手拳によるパンチを Xに雨あられのように喰らわせたが，その間， C
はXを羽交い絞めにしていたという事例では， 3人全員がXへの傷害につい
て管轄していたと評価できる，とする。
2つの事例では，窓をこじ開ける行為および見張り行為，被害者を羽交い絞
めにする行為は，それぞれ窃醸行為および傷害行為とはL、えなL、。つまり前述
の表現に従えば構成要件的に本来的ではない・重要ではない行為ということに
なる。しかし，これらの行為を共同正犯的行為として環解しでも，それを前段
階の・早い段階において共同正犯の成立を認めるような結論であるとは，直裁
にはいえなL、。つまり，それぞれの行為の意義を全体的・統一的に考察する必
要があるわけである。レッシュの考え方に依拠すれば，各関与者の責任を従属
的に解決する，あるいは帰属主体は人的共同体としての集団であるとすること
で前例の AおよびCの共同正犯性が肯定されることになるが捌，ただし，意
図の統一性から行為の統一性が生じる(ケストリン)，共同の行為決意によっ
て基礎付けられた目的関係に基づいて「統一的全体」が形成される(ヴェルツェ
ル)ことを前提にするとしても，注意しなければならないのはレッシュのいう
人的共同体の構成要素とは，一定の犯罪を共同的かっ分業的に作出することに
(25) Lesch， a.a.O. (Fn. 16)， S.276 
(26) Lesch， a.a.O. (Fn. 2)， S.73. 
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内在し， しかもそれは相互的に基礎付けられる必然性がない「超個人的な共同
目的の追求J(die Verfolgung eines uberindividuel1en gemeinsamen Zwecks) 
である， と指摘されている点である(叩。さらにここで指摘される共同目的は
「心理学的に解釈される」ようなものではなL、。そもそも共同正犯とは分業に
よる犯罪の実現であり，分業に関しては，相E的な意思の一致が問題となるの
ではなく，構成要件を実現するために遂行しなければならない「作業の分配」
(Aufteilung der Arbeit)が問題となる，と述べられているのである制。
上記①および②事例において共同正犯を認める結論は概ね肯定されると思う
(ドイツおよびわが国の通説的な理解によっても)。しかしレッシュのような根
拠付けについては批判が多いと思われる。たとえば，分業的な思考を共同正犯
(論)において展開するとしても， r役割の分配JCVerteilen der Funktionen) 
とは，一般的に各関与者がそれに合意した場合にのみ生じるという見解は板強
。???〈、?
たとえば， AとBとは共同して Xを襲撃し，強盗することを取り決めた。
行為計画に従い， A は X~誘い出し梶棒で限り， BはX宅に侵入し金目の物
を盗み出し，取り決めたとおり，後で盗み出した物を分配した。この事例につ
いてインゲルフィンガーは次のように説明することでAとBとに強盗罪の共
同正犯の成立を認めている (3九すなわち， Bが計画どおりにその寄与を遂行す
ることについて，もし Aが何らかの障害により知ることができない状況に置
かれていたとすれば，おそらく Aは X~殴らなかったであろう。もちろん A
はXを殴ることについて任意にそれを行いえた。しかしそれだけでは(たと
(27) Lesch， a.a.O. (Fn. 16)， S.276. 
(28) Lesch， a.a.O. (Fn. 16)， S.277. 
(29) Kupper， Der gemeinsamen Tatentschluβals unverzichtbares Moment der 
Mittaterschaft， ZStW 105 (1993)， S.302.このキュッパーの論文においても疑関
されているが， ["意識的かっ意欲的な共働(同)Jとして共同正犯を理解するのがド
イツにおいては通説的である(たとえば， vgl. Jescheck/Weigend， a.a.O. (Fn. 5)， 
S.678)。なおこの点については，拙稿 1<意識的かっ意欲的な共働〉とL、ぅ概念に
ついてJr明治大学短期大学紀要Jl69号(平 13年・ 2001年)73頁以下も参照。
(30) V gl.Ingelfinger， Schein・Mittaterund Versuchsbeginn， JZ 1995， S.710. 
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え同人を恨んでいたなどの理由があったにせよ)犯罪実現にとっては意味をな
さない。「策定された行為計画」に基づく犯罪目的を達成するためには， Bが
その割り当てられた役割を果たす場合にのみ Aの殴打行為が意味を持つので
ある。したがって，計閥策定の後，①他の関与者が犯罪への関与を実際に現実
的に遂行しうるか百か，②このことを一方の関与者が認識しえたかどうか，こ
の2点が共同正犯成立の鍵を握るとする。つまり，関与行為を全体結果実現に
向けて効果的であった寄与と評価し，全体行為の分担の具体化として各人の寄
与行為を評価できるのかということは，各関与者においておEいに他者行動を
認識し，その行動の現実的遂行を期待できているのか否か，この点に関わるこ
とであるとしている。さらに前記事例に基づくと，暴力を行使するという A
の決意は，自身もまた全体行為による全体結果に対して機能的かっ本質的な部
分を遂行する，この点に関する Bの「承諾J(Zusage)に決定的に基づく，
つまり依存しているのである O 暴力を行使し，それにより上位にある全体計画
の一部分を実現しようという Aの決意が生じたのは， Bの承諾をかならず前
提にしている。そして Bが承諾を与えたことによって八の決意を強化したの
であり，この決意はその現実化に至るまで承諾に依存し続ける，と指摘されて
いる (3九
上記の諸事例は，共同正犯を認めることができる典型例であると考えられる。
部分的な行為，あるいは構成要件的に本来的ではない(実行行為とはいえない
と評価されるところの)行為であっても，これを全体的に考察した場合，まさ
に正犯として評価されうる諸事例といえると思う。そして，このような諸事例
において，論者の提示する従属的解決(策)，帰属主体は何かという視点は，
各関与者への全体結果の帰属根拠を具体的に説明できる場合には，問題分析の
視角として有効であると解されるが，そもそも，各関与者による寄与遂行を前
提にする共同正犯の場合に，関与者にとって他の関与者による行為とはどのよ
うな意義を持つのであろうか。従属的解決という視点が共犯の(とくに実行)
(31) Ingelfinger， a.a.O. (Fn. 30)， S.710 
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従属性という意味において用いられないとすれば，そこでの従属の意味が指示
しているのは何なのか。
もともと，共同正犯は単独正犯ではないのであるから，はじめから複数の関
与者の存在が前提とされ，その関与者相瓦の関係性安前提に，自身の関与行為
と他者のそれとが相倹って全体行為が遂行されていると評価できるのではない
か。この意味において個別的行為を集約する全体行為というものを構想できる
とすると，この点から， f悶々の関与者に(その全体行為によって発生した)全
体結果を帰属させることが正当化されると説明できるのではないか。したがっ
て，他者の関与行為と自身の関与行為との関係性を正犯として説明するために
「従属という思考」が用いられるのであれば，それを否定するまでもないが，
狭義の共犯と同様に共同正犯を理解するための視点であるとすれば，これを否
定することに帰結するはずである。それゆえ， I従属的な解決Jの内容も，各
関与者の「相互的な依存性J，お互いが頼り合って結果発生を実現しようとし
ている関係が共同正犯である，という意味に帰結しなければならないはずであ
る側。また，それ以上でちそれ以下でもないと思われるのである。
ではレッシュの指摘する帰属主体の問題はどのように解すべきか。たしかに
部分的な行為それ自体に独自の機能があるわけではなく，他の関与者の寄与と
相倹って，全体的な観点に従った場合にのみ個別の関与行為の機能が明らかに
なるという理解は，共同正犯に関しては的確であると思う。そのかぎりでは
(ヴェルツェルの指摘するような)全体に対する「共同一一行為(正犯)者J
とする考え方もまた的確であると思う。しかし，そのように理解することと，
「人的共同体としての集団」を強調し，さらには「超個人的な共同目的の追求」
(32) この点につき，斉藤博士は， I相互に従属する」というのではなく， I相互に依存
しあう」という方が適切であるとされ，共同正犯者は相互に頼り合っているのであ
り，相互に依存し合っているのである，と指摘しておられる(斉藤・前掲注(9)
「共同正犯の性格安めぐる管見J368頁)。また高橋教授は，共同iE犯の場合にも同
時正犯とは異なり相互的依存性は存在するが，それは狭義の共犯における「従属性
の理論」とは異なる固有の内容を有するものと考えざるをえない，と明解に指摘さ
れる(高橋則夫「共同正犯の帰属原理Jr西原春夫先生古稀祝賀論文集」第2巻
(平 10年・ 1998年)345-6頁)。
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を指摘することで，各関与者による意思の一致ではなく(脱心理学的な)，客
観的な作業分配が重要であるとする考え方には，なお共同正犯の実体を把握し
きれていないという意味において，賛成することはできないように思われる。
レッシュは，共同疋犯とは「分業による犯罪の実現Jであるとしつつ(論者自
身が称揚するヴェルツェルも「共同正犯は分業の原理に基づいており，各共同
正犯者は自身の行為分担によって他者の行為分担を犯罪全体へと補完する」と
定義している)(和，分業に関しでは，意思の相互性ではなく，構成要件実現の
ために遂行すべき「作業の分配」の方が問題になるとし， r共同の行為決意」
は帰属の必要的な根拠でもなく，それ自体が共同正犯の責任についての十分な
識別基準でもない，としているのである川〉。
(3) 意識的かつ意欲的な共働
すでに言及されたように， Cドイツの)通説は共同正犯を「意識的かっ意欲
的な共働(同)Jとして特徴付けている。その点につき，通説的な見地に従っ
てキュッパーは次のように明解に指摘する。すなわち，このような共働という
観点に基づくことによって，個々の行為寄与を意味のある「共同遂行」として
理解することができるとし，実質的客観説(ないし行為支配説)(35)にとっても
共同の行為決意は原則的に放棄しえないとする。というのは，この共同の行為
決意によって「行為支配の行使に関与する」ことが確定され，主観的な構成要
素は個々の行為を集団的な事象に結び付けるのであるから，共同iE犯の場合，
個別的な関与行為は，この共同の行為決意によって「並列的なものJCNbenein-
ander)から「相E的なものJCMiteinanderうになるからである，とする倒。
(33) Welzel， a.a.O. (Fn. 5)， S.107. 
(34) Lesch， a.a.O. (Fn. 16)， S.277. 
(35) ここでは，通説という意味で，またキュッパーに従ってこの説を便宜的に指摘し
ているが，共同正犯のミニマムとして共同の行為決意を承認する点については，主
観説においても客観説においても同じであるとする見解として， Puppe， Wie wird 
man Mittater durch konkludentes Verhalten 7， NStZ 1991， S.572. 
(36) Kupper， a.a.O. (Fn. 29)， S.301. 
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さらにキュッパーは，共同正犯において「行為決意の共有ないし共同J(die 
Gemeinsamkeit des Tatentschlusses) とは本質的なことである。成立した
「計画共同体JCPlangemeinschaft) 'i (ベ各関与者が「行為計画の対等的共
同担当者Jであることを明確にする。以上のように共同の行為決意を理解した
場合，主観的には，自身の関与部分が他者の関与部分を補い，統一的な行為に
向けて完全なものにすることが各関与者において認識されていることになる，
としている(捕)。
判例も同様のスタンスを示していると考えられる。 BGHによってよく用い
られる定式に従えば.I行為の関与者が共同の意欲に基づいて構成要件実現を
促進する寄与を遂行した場合，そして，その寄与が関与者の意，思方向に従って，
他の関与者の行為の単なる促進としてではなく全関与者の活動の部分として現
れた場合，それゆえその寄与が他人の行為安関与者自身の行為の部分を補完す
るものとして現す場合には，共同正犯が成立する」ことになる倒。
以上のような対立点をふまえると，共同正犯の場合，複数人による関与とい
うことを前提にすることで，そのIE犯性の説明について，ある種の従属性を承
認するか否かという問題性の指摘は，それが共同「正犯」の帰属原理を究明す
るうえで有効である場合(つまり上記の見解に従うならば，各関与者の行為寄
与の補完性を意味するような場合)には重要な指摘であると解されるが， レッ
シュによって示された考え方は，通説的な理解からすれば，やはり支持しえな
いものであろう。
たしかに共同正犯が分業的に理解されるとして，各関与者の役割分担を検討
する場合，それを客観的に確定することは重要である。しかしそれを主観的側
面，たとえば策定された行為計画，各関与者によって交わされた意思連絡の内
容から検討する必要はないとすることは，はたして妥当な態度決定なのだろう
(37) なおプッペも「計画共同体」ということを指摘している (vgl.Puppe， a.a.O. (Fn. 
35)， S.301)。
(38) Kupper， a.a.O. (Fn. 29)， S.301. 
(39) BGHSt. 6，249; BGH StV 1992. 160; BGHSt. 37，289. 
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か。はたして各関与者の役割分担・作業分配とは各関与者の主観的側面を排除
して確定できるものなのだろうか。もちろん，主観的な要素のみで確定するこ
とは，その判断基準の不明確性を理由に恋意的な判断を招く危険性があるとい
う主張であれば，十分に首肯しうるものである。客観的側面に現れる主観的要
素という意味で客観的要素と主観的要素をともに検討するという主張であれば，
問題はなL、。たとえばヴェルツェルも，あらゆる犯罪の現実的な基盤は外的な
行為における意思の客観化であるとしていたし(叫，キュッパーによれば， (近
時は)主観説といえども，本質的に行為支配を意味する客観的な基準に基づい
て「正犯意思Jを確定しているのであり，逆に，実質的客観説(つまり行為支
配説)の内部では主観的側面を強調することが多くなっている，と指摘されて
いるのである刷。
しかし， レッシュの見解は上記の意味において主張きれているわけではない
だろう。むしろ「従属的な負貴は，とりわけ各関与者聞の事実的なコミュニケー
ションおよび意思の一致の結果ではなく，むしろ客観的帰属の所産，すなわち
事象の規範的一一社会的な意義の所蔵である」と強調されているのである (4九
近時(帰属論の展開に伴って)有力に主張される見解ではあるが，もしこの見
解にさらに反論が許されるとすれば，帰属の限界付けへの危慎(帰属基準の不
明確さを理由とする)という点ではないだろうか。
ロクシンは次のように指摘する。すなわち，複数の者の行為分担の共同に関
して，共同の行為決意のような主観的要素を問題としない客観的帰属を考える
ことには反対しなければならないとする。「法規によって要求される「共同の
遂行J(25条2項〉とは，共同の行為支配とそれによる相互的に認識された分
業安前提にしているJので，一方の共同者だけが認識している「片間的な共働J
(einseitiges Zusammenwirken)をそれを認識していなかった他方の共同者
(40) Welzel， a.a.O. (Fn. 23)， S.63. 
(41) Kupper， a.a.O. (Fn. 29)， S.300; noch vg1. ders.， Anspruch und wirkliche 
Bedeutung des Theorienstreits uber die Abgrenzung von Taterschaft und 
Tei1nahme， GA 1986， S.437f. 
(42) Lesch， a.a.O. (Fn. 16)， S.291-2. 
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に帰属させるとしたら，それは法規の文言に違反し，類推解釈の禁止にも違反
する， と批判している制。もちろんレッシュも意思的要素をまったく不要だ
としているわけではない。それを事実的・心理学的意味において理解しないと
いう点において，意思の合致・疎通を不要としていると理解できるので，むし
ろ，このような解釈の妥当性が問題となっているわけである。ただし通説的な
意味での意思の合致・疎通を不要とした場合，たしかに片面的共同正犯を直裁
に承認するのか否かの問題は残ると思う。はたして片閥的な共働にすぎない場
合であっても帰属が正当化されるとするならば，共同正犯の成立範囲はきわめ
て不明確なものとなり，かえって不当な拡大といわざるをえないのではないか。
この点につきキュッパーも，共同の行為決意ないし行為計画は，共同正犯にお
ける責任の「範囲と射程」を確定することとなり，制限機能を有することにな
る，としているのである制。
結局，以上のような点をふまえると，共同正犯として視数人の関与が想定さ
れているかぎり，その帰属の根拠も単独正犯の場合(あるいは間接正犯の場合)
と異なると思われる。もちろん正犯であるかぎり， (狭義の)共犯と同じよう
にその帰属の根拠を議論すべきではない(この意味では共同正犯の帰属原理は
いわゆる「共犯の処罰根拠論の射程外」ということになる)。共同正犯の場合
は，各関与者が「共同すること」によって各人が正犯として評価されると考え
られるのであり，それゆえ各関与者相互の関係性を前提として，個別的な関与
行為を全体的に把握することによって個々の関与者への全体結果の帰属が正当
化されることになる。各関与行為を個別的に，いいかえると全体行為と切り離
して考察することは無意味とされるゆえんである。したがって，各関与者によっ
て進行される会体行為ということを構想する場合に，各関与者によって交わさ
れる行為計画，あるいは共同の行為決意を前提にするのは当然であり，これら
が各関与者による意思の一致ないし疎通ということをまったく意味しないとし
た場合には，そもそも全体行為は形成されないことになると解される。つまり，
(43) Roxin， Taterschaft und Tatherrschaft， 8.Aufl. 2006， S.657. 
(44) Kupper. a.a.O. (Fn. 29)， S. 302. 
-398ー
共同正犯における客観的寄与の意義について
それでは単に各関与行為が偶発的に発生した場合と異ならず，共同正犯が単独
正犯の単なる「集積」として理解されてしまうわけである。
(4) 共同正犯の構造
ところで， レッシュが指摘していた「従属的でない解決(策)Jを前提にし
た場合にも，共同正犯を単独正犯と同じように理解することに帰結すると思わ
れる。この考え方は，固有の正犯・共犯犯罪という視点から，正犯も共犯もそ
れぞれが独自に結果を発生させたことを理由として責任を負うことになるとす
る理解を前提に，正犯も共犯もともに自身の行為の不法に徹底的に依拠するこ
とで処罰されると結論付けることになる。それゆえこの立場が，他者の関与行
為と無関係に個別の関与行為の正犯性を強調するのであれば，共同正犯も単独
正犯と同じように恨援されることになると解され，そうであれば，上記で検討
されたように，共同正犯が他の関与者の存在を前提にした共同性(共同するこ
と)を要求されていることを無視している点が批判されることになる。
共同正犯はあくまでも複数人の関与者を予定し，その関与者による犯罪的行
為の遂行が規制の対象になっている。それは，単独の行為者による場合以上に，
複数人による関与の場合の方が結果発生が容易になると考えられているからに
ほかならない。このような共同正犯の性質を前提に議論を進めていくと，やは
り単独正犯とは異なる共同正犯の特徴，すなわち，複数人による関与であり，
それはしかも狭義の共犯としての関与とも異なる「構造的特徴Jが浮き彫りに
されるのではないか。
また(単独ではなL、)複数人による関与という形態だけを取り出すと，狭義
の共犯も共同iE犯も複数人が「一緒に犯罪を逆行するJという意味での「共犯J
的視点を重視することができるのかもしれないが，条文上はあくまでも「正犯」
として把握されるので，実行行為の部分的な遂行しか認められない関与者の寄
与であっても全体結果の帰属が認められることになるのである。このような規
定形式を考えると，複数人の関与という形態に特別の意義を認め，結果発生に
向けて各関与者が寄与する場合にこれ4是正犯として扱うのが共同正犯規定の趣
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旨であるとすれば，共同正犯規定には「構成的機能Jがあると考えることに帰
結すると解される。
この点を明確に指摘する見解として，たとえばブーザーは，二人の共同者が
それぞれ別々の構成要件メルクマールを充足したが，それら構成要件メルク
マールを足して初めて完全な犯罪実現をもたらすような場合，この二人の共同
者の処罰を肯定するためには，各行為寄与の相互的帰属が必要であるとし，こ
のような帰属そ肯定するために共同正犯規定は独自の意義を有する，としてい
る(45)。
また高橋則夫教授は， I他人の行為・結果に対して自己の行為が「共同正犯」
として帰属される根拠は，自己の行為と犯罪結果全体との聞に因果関係がある
という点(だけ)ではなく，他人の行為が自己の行為として相互的に帰属され
る点にあるJとされ，刑法的条は相互的な行為帰属を肯定するための文理上
の根拠として「構成的意義」を有する，と明解に指摘される(ヘ
さらに塩見淳教授は， Iある関与者が惹起した客観的事態であれば，これを
他の関与者に帰属させることは可能ではないか」とされたうえで，この意味で
の帰属は，因果関係における結果の行為への帰属とは異なり，一定の社会的事
態を共同正犯たる人に帰属させるという特殊のものであるから， I行為帰属の
理論が説くように，共同正犯の正犯としての処罰を規定する条文一ーわが国で
いえば刑法六O条ーーの構成的機能を援用する必要は残る」と具体的に指摘さ
れかへ
もちろん，このような意義ないし機能が共同正犯規定に認められるとしても，
さらにその意義ないし機能がなぜ認められるのかが問われなければならないが，
その回答は複数人による寄与遂行という「共同正犯の構造的特徴Jから導かれ
るはずである。そして，共同正犯をめぐる解釈論上の諸問題に関しては，その
(45) Buser， Zurechnungsfragen beim mittaterschaft1ichen Versuch. 1998， S.41-2. 
(46) 高橋・前掲注(32)I共同正犯の帰属原理J342頁。さらに岡『共犯体系と共犯理
論~ (昭63年・ 1986年)325頁も参照。
(47) 塩見淳「共同正犯における実行の着手J~法学論叢Jl 162巻 1-6号(平20年・
2008年)152-3頁。
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根本に横たわる前提として，共同実行として現実化され，狭義の共犯ではなく，
単独・直接・間接正犯でもない正犯の一類型としての共同正犯の特徴を考究す
ることがつねに問われている。
確認しておこう， r共同正犯とは行為者自身の手による完全な行為遂行とい
うことが要求されない場合」である O 共同正犯規定は，部分的な行為遂行しか
認められない関与者であっても，これを正犯として取り扱うことに主眼を置く
規定なのであるから印刷，各関与者によって遂行された行為から，全体的・構
造的に共同正犯を理解することをつうじてその正犯性を論証すべきことになる。
その際，重視されるべきは， r部分的遂行しか認められない関与者の行為は，
その欠けた部分を他の関与者によって補われている」という点であり，そのよ
うな理解は遂行された諸行為を「全体的」に見ることからの帰結であると思
う(4ヘつまり，共同正犯とは， r分業形態」において各関与者が各自の行為を
補完し合っていると考えられるので， r相E的な他者の行為の利用j という観
点からその正犯性が確認されるべき「共同現象」といえるのではないか側。
では「共同正犯の構造的特徴」とは何か，このことを前提に，論者によって
(48) Vgl. Buser， a.a.O. (Fn. 45)， S.42.そもそも複数の関与者が各自において完全に
行為遂行を実現し，正犯メルクマールを完全に充足していた場合には共同正犯規定
を用いる必要性は乏しいのではないか。
(49) 村上光鶏弁護士(元判事)は，ニ人以上の者の行為が，相互に他の共同者の行為
を利用し合い，補充し合う関係において， I全体として刑法的評価の対象」となる
ところに共同正犯の特色が見られる，とされる(村上光菊「第60条(共同正犯)J
大塚仁=河上和雄=佐藤文哉=古田佑紀編『大コンメンタール~ c第2版〕第 5巻
(平 14年・ 2002年)144頁)。
(50) この点につきキュッパーによる次の指摘が重要と恩われる。すなわち，相互的問
接正犯を基礎づけた帝国裁判所の構想は，たしかに各共同者は行為実行に寄与して
いなければならないが， しかし-i~、然的に構成要件的メルクマールぞ自身が実現して
いる必要はないという考え方を招いた。この考え方は，欠けた構成部分はまさしく
共同者によって惹起されているという見方を誘発することになる。しかし，この考
え方により， 25条2項の「帰属規範Jがまさしく必要とする「分業的遂行」とい
うことが誤解されることになるという O キュッパーによれば，共同の行為決意に基
づいて，共同者はカを合わせて (mitvereinten K凶ften)全体行為を支配してい
るが，他の行為仲間を支配しているわけではない，とされているのである (Kupper，
Zur Abgrenzung der Taterschaftsformen， GA 1998， S.523)。
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指摘された従属的解決，共同正犯の共同性(帰属主体としての集団の問題を含
めて)といったような問題性に再度アプローチする場合，あらためて次のよう
に指摘できると解される。すなわち，①単独正犯を検討する場合のような問題
性の指摘は(それだけでは)共同正犯において有効ではない，②あくまでも「複
数人によって遂行された全体行為」に主眼を置き，全体行為と個別的行為との
関係性に着目する必要がある。そしてこのような前提をふまえることから，共
同正犯に要求される各関与者の共同の意味も明確にされると解されるのである。
行為計画・行為決意を共同している関与者のうち l人が犯罪の実行に着手し
たとき，その者の行為は単独・任意の行為ではなL、。それは，あくまでも他の
関与者との関係性において検討される行為遂行である。単独で強盗行為を計画・
意図して被害者に暴行を加えた者の一撃と，強盗を共謀した者たちのうちの一
人が計画に従って被害者に加えた一撃とでは，当該暴行行為の有する(IE犯性
の論証に必要な)意義・役割が異なっているのではないか。共同正犯の場合，
全体行為に集約される個々の(遂行された，あるいは遂行が予定される)関与
行為は，その意義・役割を行為計画，行為決意から検討する必要があると解さ
れるのである。
この点についてインゲルフィンガーは以下のように指摘している。すなわち，
共同の行為決意は各共同正犯者に対して「相互的な動機付けJの基盤を形成す
る。行為計画は，自身の行為寄与を遂行するに際し，その動機付けに影響する
各関与者の個別的な仲間の依存性を作出するのであり，そのことの基礎にある
のが「不法協定JCUnrechtsvereinbarung)であるとする。それゆえ，各共
同正犯者は共同の行為決意と共同正犯的寄与に存在する「機能的依存性」に基
づき，その時々の他の関与者による行動の動機付けに相互的に影響そ与えてい
る， と指摘する7.>(印ωs引ヘ1
ることが可能なのは，不法協定のなかに存在する相E的・事実的な義務付けが
決定的だからであるとする他の見解も同じことを志向していると解される叩
(51) Ingelfinger， a.a.O. (Fn. 30)， S.708-9. 
(52) Vg1. Puppe， Der objektive Tatbestand der Anstiftung， GA 1984， S.112. 
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このような見解は，共同の行為計画・行為決意の重要性を考えるうえできわ
めて示唆的であるが，インゲルフィンガーは，主観的要件の存在することが共
同正犯における各関与者の行為帰属を考えるうえでの唯一の根拠ではないとも
指摘している(問。つまり，共同正犯の構造的特徴から，各関与者の役割・機
能分担の重要性を指摘し，共同の行為計画・行為決意が重要な意義を有してい
ることを明確にしたとしても，それが前提とされることで「行為寄与が遂行さ
れる」という側面を無視できないわけである。主観的にも客観的にも共同の意
義を検討しなければならないのである。
インゲルフィンガーは前掲の強盗事例に即して次のように各関与者による
「共同の意義」を説明する。すなわち， Aは「不法協定」に基づく分担部分を
遂行するために Xを殴り倒したのであり，これを遂行しようとする決意は， B 
もまたその寄与を遂行してくれるであろうという表象である。まさしく， Bの
準備と，共同の行為決意のなかに明確にもたらされた全体行為の役割の分担部
分を遂行するという承諾は， Aに自分の分担部分の遂行を動機付けていた。
反対に Bの場合も同様である。つまり Bは承諾したことを果たすためにその
寄与を遂行するのである。 Bの寄与に対する Aの積極的影響は， Aがその行
動をつうじて Bに対して自由に任せるという視点のほかに，不法協定によっ
て実現され， Aによって先行して遂行されたことをつうじて強化された動機
付けに基づく，と指摘している(刊。まさに AとBとは不法協定に基づく動機
付けにそれぞれ強く拘束されていたからこそ，犯罪計画を実現し，目的を達成
しえたと理解できるのである O この意味において「力を合わせた」犯罪実現と
評価できるかぎりで自身の寄与遂行と他者の寄与遂行との関係性が密接な結び
付きをもって説明されることになるのである倒。
ただし， このような論証の前提としてインゲルフィンガーが，そもそも iA
B両者はそれぞれの行為を支配していたのだろうか」と疑問を投げかけている
(53) Ingelfinger. a.a.O. (Fn. 30). S. 709. 
(54) Ingelfinger. a.a.O. (Fn. 30)， S.710. 
(55) Vgl. Ingelfinger. a.a.O. (Fn. 30). S.710. 
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点には留意しなければならない倒。すなわち. BはAの暴力行使を.AはB
の財物取得行為を支配していたのだろうか。それでも AはBを被害者宅に侵
入させることを可能にさせる必要条件を作出したとはL、える。しかしそれは全
体行為による結果に対する「阻止力JCHemmungsmacht)をAに付与した
にすぎない。しかも AはBの寄与に対する「積極的実現支配」を有している
わけでもないとする。また反対に.Aの寄与遂行後にはじめて計画どおり自
身の寄与を議行することになる Bは.Aによる暴力行使の開始に対する積極
的支配も消極的支配もともに有していない。つまり，計画どおりの寄与を遂行
しないことによってAの寄与を妨げることがBには可能であったという事態
がなかったとしても，先行する Aは自己答寅的に行動していたのである， と
明解に指摘する問。この場合. BはAによる強盗手段に対して何らの支配も
有していないにもかかわらず，正犯性が確証されたとして Bにも Aの行為が
帰属させられている。典型的に共同正犯を認めることできるとされる事例であっ
ても，共同正犯を認めることが実は奇妙なことであるとインゲルフィンガーは
指摘しているのである制。たとえドイツにおける通説的な見解に従って行為
支配説(あるいは共同正犯に関しては機能的行為支配を重視する)に依拠しで
も，関与者相互によってもたらされる行為寄与の関係性をより具体的に説明す
る必要性は，なお残されているわけである。つまり，次のように問題状況を鞍
理できると思う。すなわち，①各関与者は全体事象を共同支配しているのだろ
うか，⑨各関与者は他者の関与行為を本当に支配しているといえるのだろうか。
結局. I共同正犯の帰属」という問題を取り扱う場合，自身の手による寄与
(56) Ingelfinger， a.a.O. (Fn. 30)， S.710.インゲルフィンガーは，全体事象の結果を
支配することと他者の関与行為を支配することが必然的に結び付くわけでもない，
としている。もともと(機能的)行為支配説の内部においても，各共同正犯者が事
象の枠内での役割をつうじて全体的構成要件実現を「共同支配」しているといえる
ので，個別的な行動に対しでも行為支配の共同担当者として関与しているとする主
張に対しては，有力な批判がなされている (vgl.Valdagua， Versuehsbeginn des 
Mittaters bei den Herrschaftsdeliktes， ZStW 98 (1986)， S.871)。
(57) Ingelfinger， a.a.O. (Fn. 30)， S.709-710. 
(58) Vgl. Ingelfinger， a.a.O. (Fn. 30)， S.710. 
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遂行の部分と他者による寄与進行の部分との関係性が明らかにされなL、かぎり，
全体結果の帰属が各関与者に認められることの根拠を明確に基礎付けることは
できない (5九それゆえ，自身の行為と他者によって遂行された行為との関係
性を視野に収めたうえで，各関与者によってもたらされる「全体行為の構造」
を理解する必要性が生じることになる。
3 各共同正犯者聞の関係性をどのように理解すべきか?
各関与者の関係性を視野に収め全体行為の構造を検討する場合，共同正犯の
未遂(実行の着手時期をどの段階で認めるのか)をどのように説明するのかが
きわめて重要な問題として顕在化してくる。たとえば，前掲の強盗事例におい
て，たとえば Aが暴力行使を遂行した段階で逮捕されてしまい. Bはそれ以
上の寄与遂行を行うことができなかった場合. Bにはどのような犯罪が成立す
ることになるのだろうか。つまり，既遂の場合であっても. Bには Aの暴力
行使について何らの行為支配も有していないとされていたわけである。はたし
て財物取得すら遂行できなかった Bに強盗罪の実行の着手を認めることがで
きるのだろうか。
「相互的行為帰属」という立場に依拠した場合(帥 Aの暴力行使の着手によっ
てBにも強盗罪の着手を認めることになると解されるが，この結論を未遂の
場合にはなお留保する見解も有力である。ロクシンは，各共同正犯者は自身が
遂行していなかった他者の関与部分をも帰属させられなければならないとする
相互的行為帰属説の考え方は正しいし，共同正犯規定からも明らかであるとす
るが，実行のある一定段階において「誰が共同正犯者になるのか」ということ
(59) Vgl. SchonkejSchroderjCramerjHeine， a.a.O. (Fn.l)， Vorbem. !i25 Rn.80. 
(60) Vgl. SchonkejSchroderjCramerjHeine， a.a.O. (Fn. 1)， Vorbem. !i25 Rn.80， 
!i25 Rn. 61，63; JescheckjWeigend， a.a.O. (Fn. 5)， S. 674; Kupper， a.a.O. (Fn. 50)， 
S.522f.なお学説の詳細については，拙稿「共同正犯論における行為帰属説の展開」
『明治大学法科大学院論集』第5号(平20年・ 2008年)79頁以下参照。
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は行為帰属の考え方から当然に引き出されうることではないという加J。その
理由として，寄与の相互的帰属ということから，いまだ行為寄与を遂行してい
なかった者(もしくは共同正犯の成立に十分でない活動しかしていなかった者)
が他者の未逆行為ぞ自身のものとして相互的に妥当・帰属させられるとすれば，
その結論には論証が必要である。しかしそれでもなお帰属が許されるならば，
それは「未遂行為に特有の共同正犯」ということを前提にすることになるが，
そこには共同支配ということが欠けていることになる。ある行為が共同の行為
計画に基づいて二人以上の者の分業的共働によって完成された場合，各共同正
犯者による事象の共同支配は共同正犯の成立および行為の帰属を正当化する。
しかし，関与者が自身の寄与をもたらさなかった場合には共同支配に欠けるこ
とになるので，共同正犯としての帰属の根拠は失われている，と指摘している(刷。
この見解が指摘する重要な問題は，共同正犯に未遂が成立する場合であって
も各関与者には現実的な寄与遂行を要求しなければならないのか否かという点
である。前掲事例の BはAの着手によって，その行為が帰属させられると考
えるのが行為帰属説からの唯一の結論であるわけではなく， B自身もまた予定
された寄与遂行を行うことがB自身の未遂を基礎付けるために必要であると
考えることも行為帰属説から導かれる一つの結論であるとされているわけであ
る。しかし各関与者が実際に寄与を遂行しなければ相互帰属の根拠が認められ
ないとすることは，共同正犯の構造的特徴という観点から当然に認められるこ
となのだろうか。
この点について，クラックは次のように議論を展開する。すなわち，未遂の
場合であろうと既遂の場合であろうと共同正犯の帰属原理が異なるはずがない
ことを指摘しつつ， rすべての実行行為が共同正犯としての犯罪の完成に対す
る重要性に応じて帰属させられる」という帰属梅造が結論として転用される場
合，すくなくとも共同の行為計画を策定したことから生じた未遂開始前の関与
(61) Roxin， Zur Mittaerschaft beim Versuch， in;Festschrift fur Odersky， 1996， S.
494. 
(62) Roxin， a.a.O. (Fn. 61)， S. 494. 
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者の態度は，未遂の共同正犯の「帰属対象Jである。なぜなら，重要な寄与は，
とりわけて自身の共働を承諾したことに基づいて，未遂開始を自身はなお行為
の実行に着手していない者の「しわざ」として現出させるからである，と指摘
している佃〉。
行為計画を策定し，相互に行為を割り振り，その寄与遂行を承諾し合うこと
によっで，各関与者の寄与遂行の重要性は高まっていくとする考え方は，すで
に言及されたようにインゲルフィンガーの見解においても明確にされていた。
すなわち，強盗事例での Aの決意は Bの承諾に完全に基づいている。つまり
Bが承諾を与えたことによって Aの決意を強化し，この決意はそれの現実化
に至るまで承諾に依存し続けるとされているし，また Bも承諾したことを果
たすためにその寄与を遂行する。 Bの寄与に対する Aの積極的影響は「不法
協定Jによって実現され， Aによって先行して遂行されたことをつうじて強
化された動機付けに基づくとされていたわけである制。
これらの見解に依拠するならば， r行為寄与の相互的帰属」を正当化できる
根拠は，全体行為を事実的・現実的に支配していたこと，個々の他の関与者に
よる行為を事実的・現実的に支配していたこと，あるいは事実的・現実的に各
関与者が寄与を遂行していることのなかに存在しているわけではないことにな
る。むしろ行為計画あるいは決意を共同し，相互に寄与することを承諾し合う
ことによって，相互の行為に影響を与えていた点が重視されることになる。
インゲルフィンガーは，行為寄与の相瓦的帰属4是正当化する根拠については
2つの契機が決定的であるとする。すなわち，①計画実現が客観的に共同正犯
者各自の寄与をつうじてのみ可能であるということ，②共同正犯者各自はその
ときどきの他の仲間の寄与に関して，かりに客観的な支配がなかったとしても，
いずれにせよ本質的な心理的影響を有していること。①は客観的なものに作用
する機能的行為支配の的確な契機であるとされ，②における心理的影響とは，
共同の行為計画，共同の不法協定といったような倒々の共同正犯者に他者が貰
(63) Krack， a.a.O. (Fn. 9)， S.620. 
(64) Vgl. Ingelfinger， a.a.O. (Fn. 30)， S.710. 
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任を引き受けることを期待させる機能的な本質部分に基づくとされている。い
いかえると， I他者が自分と同じようにその寄与を遂行してくれることを知っ
ているから，共同正犯者各自は自身の寄与を遂行するのである」と指摘してい
る(出)。
またクラックは，行為支配とは各関与者自身が遂行した行為寄与に認められ
るものであり，全体事象に認められるものではないとしつつ，そうであればこ
そ関与者のうち一人の着手が認められれば，ぞれは他の者の未遂開始そ考える
うえで意味があるとする。なぜなら，その時点において全共同正犯者が「消極
的な行為支配」を有することになるからであり，既遂犯の場合でも，その者の
行為(分担)部分が予定されていたことをつうじてのみ消極的な行為支配が要
求される，とする曲目。このような見解には， I行為支配とは保持されているだ
けでなく，行使されなければならないJという批判が従来から向けられてい
る(ヘしかし，クラックは，既遂犯の場合でも後から活動する(それが予定さ
れる)関与者による行為支配の行使というものは，まず「不作為」によって生
じているのであるから，支配を保持することは何時でも支配の行使に意義を有
しているという点について，そのような異議は行為支配を誤解している，と反
論する〈刷。
以上の見解は，各関与者が相E的に影響を与え合うという点を重視して，そ
れぞれの行為が帰属させられることを説明する考え方であると評価できる。い
いかえると，共同の行為計画あるいは行為決意をつうじて，それぞれが行為寄
与を遂行することを承諾(あるいは約束)することにおいて「心理的な拘束力」
が生じる点が重要であるともいえる。
この点につき，川端博教授は，共同正犯現象を社会心理学的観点から見た場
合，数人が集合して集団を形成すると共同目的による心理的拘束力が生じるが，
(65) Ingelfinger， a.a.O. (Fn. 30)， S.71O. 
(66) 】<:rack，a.a.O. (Fn. 9)， S.617. 
(67) Valdagua， a.a.O. (Fn. 56)， S.864. 
(68) Krack， a.a.O. (Fn. 9)， S.617. 
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それは集団の個々の構成員を超越するものではない，と指摘される。そして，
「集団の拘束力は，あくまでも複数の人格主体が作り上げ，その人格主体に従
属するものであり， したがって，自由にこれを解消させることもできる」とさ
れている刷。この見解において震視されるのは，個々人の「人的結合Jとい
う観点であり，人的結合が強化されればされるほど，集団の構成員に「心理的
同調性」が生じ，その集団の「共同目的関係」から離脱することに対する心理
的抵抗感が強まることになる。つまり，人的結合が形成され，強化されればさ
れるほど，犯罪遂行が容易・確実になるのであるから，これを抑止するために
集団の各機成員は共同正犯として扱われることになる，と明解に指摘されてい
る(70)。
4 結論一一共同正犯の共同性
共同正犯の帰属を検討する場合，各関与者による関与行為を個別的に検討す
ることに意味はなL、。もしそれを徹底した場合，共同正犯は「単独正犯の集積」
でしかなくなるはずである。したがって，各関与者によって遂行された行為寄
与を，共同された行為計画あるいは行為決意という観点から全体的に考察する
必要があるわけであるo 共同正犯は，複数人の関与を前提にしている以上，関
与者相互の関係性を明確に把握することが重要である。そこでは，正犯である
以上，各関与者の行為が個別的には違法であると評価されるとしても， i共同
の行為遂行」として各関与者による寄与遂行の意義を検討する必要がある。
「共同正犯における共同(働)Jとは(共同正犯の共同性)，個別的な関与行
為の関係性受検討することによって，各関与者による共同の行為議行の重要性
(69) 川端博「刑法総論講義J(第2版J(平 18年・ 2005年)535頁。この見解におい
て重要なのは，集団の拘束力は個々の関与者が自由に解消できるとされている点で
あると思う。そうでなければ，やはり共同正犯に個人責任の視点をもたらすことは
できない。教授がいわれるように.["共犯現象は，個人主義的原理に基づいて理解
されなければならなL、」のである(川端・前掲書534頁)。
(70) 川端・前掲桟(69)535頁。
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のみを指示しているだけであり， (本稿においては)共同正犯の共犯性を意味
しなL、。あくまでも「共同」の「正犯」であることを指し示している。したがっ
て，共同正犯に必要とされる共同(働)は，複数人が犯罪結果を惹起するとい
う点を特徴とする「正犯の一つの遂行形態Jであることから検討されなければ
ならないわけであるo
上記のように， I各関与者によって策定された行為計画」を前提に，各自が
「承諾Jし合うことによってお互いの関与行為に心理的な影響を与え合うとい
う観点は，各関与者に対する心理的拘束力の強さを視野に収めるものであるか
ら，ある種の集団性を共同正犯に要求する考え方であるとする批判もありうる
が， しかし，本来的に，共同正犯は正犯メルクマールを単独正犯のように要求
できる形態の正犯ではないのである (71)。その構造的特徴を各関与者聞におい
て進行された行為から全体的に把握することをつうじて，正犯性の論証を行わ
なければならない正犯なのである。また，共同の正犯として(構成要件的な)
行為の共同が要求されたとしても，そして，そこに集団的性格を看取すること
になるとしても，帰属主体として，個人を超越する共同目的追求のための集団
(レッシュ説)を考える必然性はない。なぜなら，共同正犯は「分業形態」に
(71) 林幹人教授は， I正犯性において実行行為性は，それ自体としては，意味を持ち
えない」と指摘されている。たとえば，甲乙が強盗を犯す共同意思で，甲が暴行，
乙が財物奪取を分担という典型例につき，甲が強盗罪の共同正犯とされるのは暴行
という実行行為を行ったからではなL、。実行行為のみを基準とするのであれば財物
奪取につき正犯性ぞ肯定できないとされ，甲に財物奪取についてまでiE犯性を肯定
できるのは，それを実現した乙の意思に対する「影響の重大性の故」であるとされ
る。また暴行について正犯性を肯定できるのも，実行行為を自ら行っているからで
はなく， Iその行為においてーー乙からの重大な心理的影響を受けつつも一一甲自
身の意思が大きな比震を占めているからであるJとされ， I共同意思Jとはまさに
このようなことを意味するので，この見方を徹底すれば，甲がおおよそ実行行為を
行わなくても強盗罪の実行行為をすべて行った乙の意思に重大な影響を与えたなら
ば共同正犯としてよく，ここに共謀共問正犯の根拠がある，と鋭く指摘される(林
幹人「共謀共同正犯と「謀議~J r判例時報J1886号7頁)。なお林教授は，一部実
行の全部責任という原理は，共同正犯の前提である，共犯全体に妥当する共犯の因
果性を表現しているにすぎないとされ，共同正犯とは，結果に対して共犯の因果性
を有する行為をした復数の関与者のすべてに正犯性が備わった場合を意味する，と
される(林「刑法総論~ c第2版)(平 20年・ 2008年)403頁)。
-410-
共同正犯における客観的寄与の窓義について
おいて相互的に各関与者がそれぞれの行為を補完し合っているといえるので，
「相互的な相手の行為の利用」という視点をつうじてその正犯性が確認されな
ければならないからである。帰属主体を超個人的・集団的に構成する立場も，
行為の共同遂行ということを徹底的に詰めて考える場合の到達点であるといえ
るのかもしれないが (7ヘ共同の正犯として，その正犯性を確認できる範囲で
共同の行為遂行ということを問題にすべきであって，極端にその集団性を強調
して帰属主体というものを構成した場合には，個々の関与者を超越する存在と
しての集団が現出してしまい，場合によって個々の関与者への個別的な責任非
難という側面が隠れてしまうのではないか。いL、かえると個人責任の原理に反
する形で共同正犯が議論されてしまうという批判が可能になると思われるので
ある(集団の拘束力は各関与者を超越するものではないのである)(問。
以上のことをふまえると，各関与者は自身の遂行した行為の範囲でのみ責任
を負うという立場を堅持していくとすれば，分業形態で遂行され，各関与者聞
に相互的な行為の利用が認められ，行為を共同して遂行したと評価できる場合
には，自身の行為は形式的に自分の分担部分の議行としてのみ現れているので
はなく，他者と行為を補完し合っていることになる。この点において，全関与
者が各自の行為寄与によって形成される犯罪行為を「一緒に力をあわせて」遂
行しているといえるので(相宜的行為帰属の考え方)，そのことを理由として
全体結果の責任を各関与者が負うことが正当化されるわけである。
したがって，上記のように「各関与者による寄与遂行」ということを把握し，
各寄与遂行が分担・補完され合う点において「共同正犯における共同性」とい
(72) この点につき，全体的解決説を支持される松生光正教授は，共同正犯においては
「個今の共同正犯者の行為とは異なった次元の行為主体」を想定せざるをえない。
部分的な構成要件実現にもかかわらず，個々の共同正犯者が全体に対し責任を負う
のは，全体主体を形成し，共通の結果に向けて組織化した責任を関われているから
である，と明確に指摘される(松生光正「共同正犯一一行為支配説の検討一一」中
山研一=森井章 z山中敬一編『中義勝先生古稀祝賀・刑法理論の探求Jl(平4年・
1992年)342-3頁)。
(73) なお照沼・前崎沌(8) 142-3頁を参照。照活准教授も「行為主体と帰責主体の分
離」という問題性を指摘される。
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うことが理解されるならば，それは「各関与者によって策定された行為計画」
を前提に，①各関与者が計画に従って割り振られた自身の「分担」部分を遂行
すること，②各関与者が寄与遂行を「承諾」し合うことによっておEいの関与
行為に「心理的な影響Jを与え合うこと安意味することになる(このことはか
ならずしも結果に対する心理的な因果性ということを意味しなL、)(74) 0 ~，~、か
えると，複数の関与者による寄与を前提とする共同正犯においては，その各寄
与の性質を共同1E犯の共同性という観点から検討しなければならず(個別的に
各関与行為を議論することに意味はないのである)，その結果，あくまでも共
同された寄与遂行とは，各関与者を「正犯」として確認することに帰結すると
解されるわけである。
(74) 内海朋子准教授は，常助犯の行為不法の内容を念頭においているかのような，意
思連絡をつうじて正犯行為を促進し結果的に正犯結果をも促進するという「心理的
因果性」の定義が共同正犯にも妥当するのかが疑問である，とされる(内海朋子
「共同正犯における〈意思連絡〉の意義について(1)Jr~細亜法学J 39巻2号(平
17年・ 2005年)106頁以下)。
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